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はじめに
　１９８９年の東欧革命をピークとした民主化は、それ以降だけでも、四半世紀
が経過しようとしており、これを再検討しようとする動きが数多くみられ
る（１）。そこでは、多くの論者が、民主化が停滞ないし後退していると考え、
グローバル・サウス（global south）における民主主義の進展を懸念している。
グローバル・サウスとは、冷戦終結後の、西側と東側という区別がなくなり、
したがって、第三世界がなくなったとされた時代に、発展途上国と移行経済
国を合わせた地域をさす用語として新たに登場した概念である。
　フリーダム・ハウス（Freedom House）の「自由の評価（freedom rating、
『政治的権利の評価と市民的自由の評価の平均［average  of   political  rights 
and civil liberties ratings］』とも呼ばれる）」に基づいて、民主化の状況を概
観していこう。フリーダム・ハウスは上記のスコアが１．０から２．５の国・地域
を「自由（Free）」、３．０から５．０を「部分的に自由（Partly Free）」、５．５から
７．０を「自由ではない（Not Free）」に分類している（２）。フリーダム・ハウス
によれば、「自由」は「オープンな政治的競争、市民的自由を尊重する雰囲気、
－１６７－
非常に自律的な市民生活、独立系メディアが存在する」国、「部分的に自由」
は「政治的権利と市民的自由に対する尊重が限定的であり、汚職、弱い法の
支配、エスニックや宗教上の対立、ある程度の多元主義にも関わらず、ある
単一の政党が支配を享受する政治状況をしばしば経験する」国、「自由ではな
い」は「基本的な政治的権利を欠き、基本的な市民的自由が幅広く組織立っ
て否定される」国である（３）。フリーダム・ハウスは、これらとは別に、１９８９
年を対象としたデータ以降「選挙民主主主義（electoral democracy）」を分類
している。これは、直近の国政選挙が、（１）競争的な複数政党制の政治制度、
（２）普通選挙、（３）投票の秘密があり、大規模な投票の不正がないという条件
下で実施され、大衆の意思を表現する結果を生む定期的で競争的な選挙、（４）
メディアやキャンペーンを通じた主要な政党の有権者へのアクセスという条
件を満たしていることを要件としている。より具体的に、それは、「政治的
権利（political rights）」のチェックリストのサブカテゴリーＡ（選挙過程）
が７以上（最高は１２）、かつ、政治的権利全体が２０以上（最高は４０）を要件
としており、「市民的自由（civil liberties）」に関しては何ら要件としていな
い（４）。
　そこで、ここでは、世界各国を「自由かつ選挙民主主義」、「部分的に自由
かつ選挙民主主義」、「部分的に自由かつ選挙民主主義ではない」、「自由では
ない」に分類する。なお、「自由かつ選挙民主主義」は通常「自由民主主義
（liberal democracy）」と呼ばれるものである（５）。この結果を表１に示した。
その特徴は、第１に、全体に占める割合でみて、１９８９年から１９９１年に「自由
ではない」が１４％も減少し、他の３つの分類がすべて増加していることであ
る。１９８９年の東欧革命を中心として、この時期は、特に、民主化の時代と記
憶されている。第２に、「自由かつ選挙民主主義」は１９７５年から９１年、特に、
８０年代後半に大幅に増加している。それ以外には、１９９０年代やゼロ年代にも
増加の時期はあるが、１９９３年の３８％から１３年かけて、２００６年に４７％になると
いう緩やかなものであり、１９９８年に４６％になって以来、今日に至るまで大き
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表１　世界の民主化の推移（カッコ内の数字は国家数）
自由ではない部分的に自由か
つ選挙民主主義
ではない
部分的に自由か
つ選挙民主主義
自由かつ選挙
民主主義
考察の対象
となる年
４６％（６９か国）――２９％（４４か国）１９７２
４１％（６５か国）――２５％（４０か国）１９７５
３７％（６０か国）――３１％（５１か国）１９８０
３３％（５５か国）――３４％（５６か国）１９８５
３７％（６２か国）２２％（３６か国）４％（８か国）３７％（６１か国）１９８９
３０％（５０か国）２４％（３９か国）６％（１１か国）４０％（６５か国）１９９０
２３％（４２か国）２８％（５２か国）７％（１３か国）４２％（７６か国）１９９１
２１％（３８か国）２６％（４９か国）１３％（２４か国）４０％（７５か国）１９９２
２９％（５５か国）１４％（２７か国）１９％（３６か国）３８％（７２か国）１９９３
２８％（５４か国）１３％（２４か国）１９％（３７か国）４０％（７６か国）１９９４
２８％（５３か国）１２％（２３か国）２０％（３９か国）４０％（７６か国）１９９５
２８％（５３か国）９％（１７か国）２２％（４２か国）４１％（７９か国）１９９６
２８％（５３か国）１１％（２１か国）１９％（３６か国）４２％（８１か国）１９９７
２６％（５０か国）７％（１２か国）２１％（４１か国）４６％（８８か国）１９９８
２５％（４７か国）８％（１６か国）２３％（４４か国）４４％（８５か国）１９９９
２５％（４８か国）１２％（２４か国）１８％（３４か国）４５％（８６か国）２０００
２５％（４８か国）１２％（２３か国）１９％（３６か国）４４％（８５か国）２００１
２５％（４８か国）１２％（２３か国）１７％（３２か国）４６％（８９か国）２００２
２５％（４９か国）１４％（２６か国）１５％（２９か国）４６％（８８か国）２００３
２６％（４９か国）１２％（２４か国）１６％（３０か国）４６％（８９か国）２００４
２４％（４５か国）１２％（２４か国）１８％（３４か国）４６％（８９か国）２００５
２３％（４５か国）１３％（２５か国）１７％（３３か国）４７％（９０か国）２００６
２２％（４３か国）１５％（２９か国）１６％（３１か国）４７％（９０か国）２００７
２２％（４２か国）１６％（３２か国）１６％（３０か国）４６％（８９か国）２００８
２４％（４７か国）１６％（３１か国）１４％（２７か国）４６％（８９か国）２００９
２４％（４７か国）１７％（３２か国）１４％（２８か国）４５％（８７か国）２０１０
２４％（４８か国）１６％（３０か国）１５％（３０か国）４５％（８７か国）２０１１
（出所）Freedom  House,  Freedom  in  the  World  2012:   The  Arab  Uprisings  and  Their 
Global Repercussions Selected Data from Freedom House’s Annual Survey 
of Political Rights and Civil Liberties, Freedomhouse, 2012, pp. 28-29 に基づい
て筆者が作成。
な増減はない。第３に、選挙民主主義はゼロ年代半ばまで増加傾向にあった
が、２００６年と０７年の６４％をピークとして、以降減少傾向にある。第４に、「部
分的に自由かつ選挙民主主義」は１９８９年から９６年に、特に、１９９１年から９３年
に大幅に増加している。それ以外に、１９９０年代やゼロ年代にも増加の時期は
あるが、１９９９年の２３％をピークとして、今日に至るまで減少傾向にある。第
５に、１９８９年から９２年まで２０％台であった「部分的に自由かつ選挙民主主義
ではない」は１９９８年に７％にまで減少、その後、増加傾向にあり、それ以降
のピークは２０１０年の１７％である。第６に、「自由ではない」は当初減少傾向
にあったが、１９９１年に２３％になって以来、２０％台を維持している。これを歴
史順に整理すると、１９８９年から９１年までは、「自由ではない」が大幅に減少し、
他の３つの分類が増加し、１９９２年から９６年には「部分的に自由かつ選挙民主
主義」が増加し、１９９８年から２０１０年には「部分的に自由かつ選挙民主主義で
はない」が増加するという特徴を示している。
　本稿は、コンストラクティヴィズム（constructivism）の観点から、主に
グローバル・サウスを対象とした主流派の民主主義理論を批判的に再検討す
ることを目的としている。そのため、第１章では、手続的民主主義と実質的
民主主義について論じる。第２章では、移行論と定着論について論じる。第
３章では、第三の波の終焉について論じる。第４章では、ハイブリッド体制
論について論じる。第５章では、アフリカの民主主義について検討する。そ
して、最後に、それまでの議論を整理する。
注
（１）日本比較政治学会編『現代民主主義の再検討』ミネルヴァ書房、２０１２年。
（２）Freedom House, Freedom in the World 2012: The Arab Uprisings and Their Global 
Repercussions Selected Data from Freedom House’s Annual Survey of Political Rights 
and Civil Liberties, Freedomhouse, 2012, p. 33.
（３）Ibid., p. 4.
（４）http://www.freedomhouse.org/report/freedom-world-2012/methodology  ２０１２年８月
－１７０－
２８日にダウンロード。
（５）Ibid.
第１章　手続的民主主義と実質的民主主義
　グローバル・サウスを対象とする民主主義論の多くは、シュンペーター
（Joseph. A. Schumpeter）やダール（Robert A. Dahl）の影響を受けている。
シュンペーターは、「古典的民主主義学説（classical doctorine of democracy）」
として、「民主主義的方法とは、政治的決定に到達するための１つの制度的
装置であって、人民の意志を具現するために集められるべき代表者を選出す
ることによって人民自らが問題の決定をなし、それによって公益を実現せん
とするものである（１）」と述べ、「いま１つの民主主義理論（another theory 
of democracy）」として、「民主主義的方法とは、政治決定に到達するために、
個々人が人民の投票を獲得するための競争的闘争を行うことにより決定力を
得るような制度的装置である（２）」と述べ、自らの立場は後者であるとし、読
者に同調を求めている。しかし、前者において人民を全知全能とし、後者に
おいて人民を無能とする、この二者択一は現実的ではない。政治学者が分析
すべきなのはこの間の複雑な世界である。我々は、大衆の大半は政治に関す
る一定の判断力を持ち、ある特定の個々人は自己の意志に基づいて、より主
体的に政治に参加することが可能であると考えている。これはコンストラク
ティヴィズムの考え方である（３）。
　シュンペーターの民主主義に対する考え方は手続的民主主義（procedural 
democracy）と呼ばれている。一般的に、ダールもこの系列に分類される。
ダールは、政治体制を「公的異議申立て（public contestation、しばしば『自
由化』と言い換えられる）」と「包括性（inclusiveness、しばしば『参加』と
言い換えられる）」で整理し、この２つがともに高い政治体制を「ポリアー
キー（polyarchy）」と呼んだ（４）。しばしば引用されるこのような議論は『ポ
リアーキー』の第１章に書かれている。ここではポリアーキーに対する国民
－１７１－
の支持というような議論は出てこない。これに対して、ダールは同書の第８
章で「政治活動家の信念（the beliefs of political activsts）」を論じている。こ
こで、ダールは政治活動家がどのような人なのか、政治活動家でない人が政
治活動家になることは可能なのかどうかなどについて論じていない。そこで、
同書と並ぶダールの主著である『統治するのはだれか』を見てみよう。する
と、そこでは、「政治的活動層（political stratum）」が検討されている。ダー
ルは、政治的活動層は「他の人に比べて、はるかに政治について考え、議論
し、行動している（５）」と述べている。そして、「政治的活動層は閉鎖的で静
態的集団とは程遠い存在」であり、「自分の利害や関心から政治的活動層の特
定の政治文化に興味をもつ者はだれでも、この層の中に入りこむ（６）」と述べ
ている。同書は、『ポリアーキー』よりも１０年前に、地方政治に関して書か
れたものであるが、ダールの基本的な考え方であり、『ポリアーキー』の議
論にも適用できるだろう。『ポリアーキー』の第８章において、ダールは、
「政府の能力についての信念は、政治的社会化の過程と、さまざまな体制の
達成度の認識の仕方の両者によって、強く影響される。政府の能力について
の信念は、権威に関する支配的信念を強化したり、弱めたり、あるいは変え
たりする（７）」と述べている。ダールは、これを図１のように示している。つ
まり、ダールは、図２に示した仮説のⅣ（体制）からⅠ（信念をきめる要因）
に対しても実際には「矢印」があることを認識していた。これはコンストラ
クティヴィズムの考え方である。ダールは、「ポリアーキーでは、おそらく
抑圧体制を支えるに必要とされるよりもはるかに広範囲に、体制を支持する
信念が普及していることが必要である（８）」と述べている。なお、ダールは、
「矢印は＜説明する＞とか＜の原因となる＞という意味である。そして矢印
―Ｐ→は、＜の確率に影響を与える＞という意味である（９）」としている。
－１７２－
　図２　政治的信念・政治的行為・体制
　　　　　　　　　Ⅰ　　　　　　　Ⅱ　　　　　Ⅲ　　　　　　Ⅳ
　信念をきめる要因→政治的信念→政治的行為→Ｐ→体制
（出所）Robert  A.  Dahl,  Polyarchy:  Participation  and  Oppositions (New  Haven:  Yale 
University Press, 1971), p. 124［高畠通敏・前田脩訳『ポリアーキー』三一書
房、１９８１年、１４８頁］。
　
　そして、これは実質的民主主義（substantive democracy）でもある。手続
的民主主義が選挙の実施を基準とする最低限の民主主義であるのに対し、実
質的民主主義は国家による統治が市民社会の規範に依拠しているかを問題に、
すなわち、正当性を問題にする立場である。ウォリン（Sheldon S. Wolin）な
どが代表的な論者とされる（１０）　が、上記の考察から、我々はダールも一般的
な見解とは異なり、実質的民主主義に分類されると考えている。なお、コン
ストラクティヴィズムと実質的民主主義の関係であるが、コンストラクティ
ヴィズムは社会科学の分析方法であり、実質的民主主義は民主主義論におけ
る類型である。我々は、コンストラクティヴィズムの立場で民主主義を分析
したものはすべて実質的民主主義になると考えている。ダールは自身が明示
しているわけではないが、我々の分析ではここに分類されるし、我々自身の
立場もここにある。
－１７３－
図１　『ポリアーキー』の分析枠組み
政府の行動　　　　　　　　　　　　その権威の諸様式についての信念が強化される
　　　　　　　
　　　　　　　能力があると認識される
政府の行動　　　　　　　　　　　　その権威についての信念が弱められる
　　　　　　　
　　　　　　　能力がないと認識される
（出所）Robert  A.  Dahl, Polyarchy:  Participation  and  Oppositions (New  Haven:  Yale 
University Press, 1971), p. 149, FIGURE 8.1［高畠通敏・前田脩訳『ポリアー
キー』三一書房、１９８１年、１７１頁、図８・１］。
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　ある特定の政体が完全な正当性を享受しているという状態は考えられない
ので、実質的民主主義の立場に立つ時、民主主義は未完のプロジェクトとな
る。ダン（John Dunn）は、これを、「われわれは今日すべて民主主義者であ
るとしても、その運命は必ずしも共にするのが心楽しいものとはなっていな
い。今日の政治においては、民主主義とはわれわれが持ちえないもの、しか
も欲することを止めえないものの名称なのである（１１）」と表現している。そし
て、それは、未完であるがゆえに、変化することが想定されており、民主化
という枠組みで分析される。なお、実質的民主主義を経済的平等や社会的公
正という意味で用いる論者がいるが、我々はそのようには考えない。実質と
は本質と同義であり、経済的平等などは人類の福利にとって極めて重要であ
り、民主主義と無関係ではないが、民主主義の本質ではないからである（１２）。
実際、世界の中で、経済的に最も困難な状況にあると思われるサハラ以南ア
フリカ（以下、「アフリカ」と記述）において、これらは民主主義の意味の
大きな割合を占めてはいない（１３）。
注
（１）Joseph. A. Schumpeter, Capitalism, Socialism, Democracy, 3 rd. ed. (New York: Harper 
and Row, 1950), p. 250［中山伊知郎・東畑精一訳『資本主義・社会主義・民主主義』東
洋経済新報社、１９９５年、３９９頁］。
（２）Ibid., p. 269［邦訳、４２９～４３０頁］。
（３）コンストラクティヴィズムについては、以下を参照。鈴木亨尚「アフリカの民主化に対
する構成主義アプローチ―アフロバロメーターの分析を中心として―」（星野昭吉編『グ
ローバル政治とグローバル・ガバナンス』テイハン、２００７年）１３５～１６０頁。
（４）Robert A. Dahl, Polyarchy: Participation and Oppositions (New Haven: Yale University 
Press, 1971), pp. 1-16［高畠通敏・前田脩訳『ポリアーキー』三一書房、１９８１年、５～２２
頁］。
（５）Robert A. Dahl, Who Governs? Democracy and Power in an American City (New 
Haven: Yale University Press, 1961) p. 90［河村望・高橋和宏監訳『統治するのはだれか 
アメリカの一都市における民主主義と権力』行人社、１９８８年、１２２頁］。
－１７４－
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第２章　移行論と定着論
　フリーダム・ハウスの「自由」の増加した１９８０年代後半から１９９０年代初頭
の代表的な業績は、１９８６年出版のオドンネルとシュミッター（Guillermo 
O’Donnell and Philippe C. Schmitter）の『権威主義支配からの移行（邦語タ
イトルは『民主化の比較政治学』）』である。同書で、オドンネルらは、リプ
セット（Seymour M. Lipset）に代表されるような、それまでのマクロな政治
経済構造を重視した民主主義論（１）　を批判し、アクターを重視した民主主義
論を提示した（２）。オドンネルらは、自分達の議論は「『構造的』（マクロ経済、
世界システム、そして社会階級を含む）要因の長期的な因果的影響を否定す
るものではない（３）」と述べているが、移行期の不確実性を理由として、アク
－１７５－
ター中心主義を採っている。それは、民主化におけるアクターや社会集団間
の相互作用を重視するエリート主義で、より幅広い国民（大衆）の選好には
関心を持っていない。また、オドンネルらは、移行期における理論は、「偶発
事と予測不可能性、不十分な情報のもとで性急に下された重大な決断、解決
不可能な倫理的ディレンマおよびイデオロギーの混乱に直面したアクター
（行為者、登場人物）達、その将来に持つ意味を理解することなく迎えられ
た、もしくは見過ごされた劇的転換点、といった要素を含むこととならざる
を得ない（４）」と述べているが、そこで必要とされるアクターと構造の再帰性
という分析枠組みは採っていない。
　オドンネルらは、同書の冒頭で、「本書は、既存の（certain）権威主義体
制から、未だ正体の判然としない（uncertain）『他の何ものか』への移行を
扱っている。この『何ものか』は、政治的民主主義の樹立の場合もありうる
が、また新しい―そして、恐らくはより過酷な―形態の権威主義支配の再現
でないとも限らない（５）」と述べ、権威主義の拡散が生じている今日の状況に
対して極めて示唆的であるが、当時は、我々を含めて、同書は民主化戦略の
バイブルとみなされた。オドンネルらの議論はダールの『ポリアーキー』の
第１章の影響を強く受けている。オドンネルらは、自由化と民主化を明確に
区別し、この双方が進んだ状態をポリアーキーと呼んだ。オドンネルらは、
「我々の『自由化（liberalization）』と『民主化（democratization）』の区別
は、先にロバート・ダールによってなされた公的『競争（contestation）』と
『抱摂（inclusion）』の区別とほぼ重なっている。とはいえ、我々の市民の平
等と支配者責任の強調は、ダールのより受け身の『抱摂』の概念とは幾分異
なる（６）」と述べているが、このような考察は『ポリアーキー』の第１章のみ
から導かれたものであろう。オドンネルらは、理論上も、歴史上も、移行は
自由化によって生じ、その後、民主化が生じるかのように議論しているが、
これは今日の観点に立てば正しくない。それまでの歴史はまず自由化が生じ、
次に、民主化が生じていたが、１９８０年代頃以降の民主化の時代においては、
－１７６－
自由化と民主化が同時に生じたり、民主化が自由化に先行気味に進んだりと
いう事例が多数みられた。オドンネルらは、自由化は「国家および第三者の
恣意的もしくは不法な行為から個人および集団を保護するいくつかの権利を
実効力のあるものにする過程（７）」であるとしている。また、民主化は「市民
権のルールおよび手続きが、以前においては他の原則（例えば、強制力によ
る支配、社会慣習、専門家の判断、行政慣行）によって支配されてきた政治
制度に適用されるか、もしくは、以前にはそのような権利や義務を有してい
なかった人々（例えば、非納税者、文盲、若者、少数民族、外国人移住者）
をも対象とするよう拡張されるか、あるいは、以前は市民参加の対象となっ
ていなかった争点や制度（例えば、国家諸官庁、軍部エスタブリッシュメン
ト、政党の諸機関、利益集団、生産諸企業、教育機関等）にまで拡大される
といったいずれかの過程（８）」であるとしている。すなわち、オドンネルらの
「民主化」は、通常、基本的人権ないしは人権と呼ばれ、ダールが「公的異
議申立て」ないし「自由化」と呼び、フリーダム・ハウスが「市民的自由」
と呼ぶ側面を一切含んでいない。つまり、オドンネルらは、今日、「選挙民主
主義」と呼ばれ、しばしば、批判されるものを民主主義だと考え、そのよう
な考え方は、この時期に世界で広く受け入れられていたのである。
　このように、民主主義論は、この時期から、不十分なもの、すなわち、手
続的民主主義しか求めていなかった。オドンネルらの議論がこの時期の民主
主義論の主流派となりえたのは、民主主義の理論と実践に関わる関係者の多
くがこのようなものを民主主義とみなしたからであろう。オドンネルらの議
論は、軍部の影響力の強い南欧と南米の経験から導かれたもので、地域研究
としては優れたものであったのであろう。問題は、これを民主主義の一般理
論にしようとした他の地域を主なフィールドにした比較政治学者の側にあっ
た。このような権威主義体制から民主主義体制への移行を中心に論ずる議論
は後に「移行論（transitology）」と呼ばれることになる。
　次に、「部分的に自由かつ選挙民主主義」が増加した１９９０年代初頭から末の
－１７７－
代表的業績である１９９６年出版のリンスとステパン（Juan J. Linz and Alfred 
Stepan）の『民主主義への移行と定着の課題（邦語タイトルは『民主化の理
論』）』を検討する。同書は、民主主義への移行とその定着がなぜ容易ではな
いのか、そして、新たに生まれてくる様々な政治体制をどのように分類すべ
きなのかという２つの関心から書かれていた。ここでは、第１点について検
討し、第２点は第４章で検討する。
　リンスらの議論は「定着論（consolidology）」と呼ばれており、移行論を前
提としているので、その類似性が通常強調される。しかし、リンスらは、
「『可能性主義』の戦略に注意を払う一方で、民主化の成功事例が社会経済
的な条件、国家の危機、国家の不在などによってどれほどの影響を受けるか
…という点にも関心を向ける（９）」と述べて、アクターとマクロな政治経済構
造のベクトルにおいて、オドンネルらと比べて、マクロな政治経済構造の極
に大幅に近い所に自らを位置付けている。リンスらは、オドンネルらと同様、
アクターと構造との間の再帰性を認めていない。
　リンスらは、「選出された政府を生みだす政治的手続きについて十分な合
意があり、自由な普通選挙の直接的な結果によって政府が権力の座に就き、
この政府が事実上、一連の新しい政策をつくる権限を有し、また新しい民主
主義によって生まれた行政・立法・司法の権力が、法律上、他の諸機関と権
力を共有する必要がない場合に、民主主義への移行（democratic transition）
は完了する（１０）」としている。つまり、リンスらはオドンネルらを継承し、民
主主義を「選挙民主主義」で定義した。ここでも、自由化と民主化は区別さ
れた。また、リンスらは、民主主義の定着とは、「民主主義が『街で唯一の
ゲーム』（the only game in town）となった政治状況を意味する。…要するに、
定着とは、民主主義が、成功を目論んで打算をはたらかせる場面だけでなく、
社会的・制度的・心理的な生活にも習慣化され深く根付くことである（１１）」と
し、「行動の面から見て、民主主義体制が定着しているのは、次のような場
合である。すなわち、いかなる民族的・社会的・経済的・政治的・制度的な
－１７８－
アクターも、非民主主義的な体制の創出によって目的達成を図ることや、国
家からの離脱のため暴力に訴えたり外国の介入を求めたりすることに、重要
な資源を費やさないときである。態度の面から見て、民主主義体制が定着し
ているのは、次のような場合である。すなわち、ほぼ全て人々が、集合的な
社会生活を治めるためには民主主義的な手続きと制度が最も適切な方法だと
考え、非民主主義体制という選択肢への支持が極めて小さいか、多少なりと
も民主主義を支持する勢力から孤立しているときである。法の面から見て、
民主主義体制が定着しているのは、次のような場合である。すなわち、政府
側・非政府側双方の勢力が、国家のどの領域であれ、新たな民主主義の過程
で規定された個々の法律・手続き・制度の枠内での紛争解決を受け入れ習慣
化しているときである（１２）」と定義している。
　しかし、各国の分析では、ラテンバロメーターなどを引用して、「民主主義
はその他のいかなる政治体制よりも望ましい」、「場合によっては、権威主義
体制の方が民主主義体制よりも望ましい」、「私のような人間にとって、民主
主義体制でも非民主主義体制でも同じである」、「わからない」から回答を選
択するよう求めたり、「我が国にとって、民主主義は最適な政治体制である」
という文言に対して、「はい」、「いいえ」、「事情による」、「その他」から回
答するよう求めたりして、民主主義体制に対する支持を明らかにしたり、「全
体として、あなたはあなたの国で民主主義が機能している方法にどのくらい
満足していますか」と質問し、「非常に満足している」、「おおむね満足して
いる」などから回答するよう求めて、「民主主義に対する満足」を明らかに
したり、過去の非民主主義体制と比較して、現在の民主主義体制が「良い」、
「部分的に良く、部分的に悪い」、「悪い」、「わからない」かを聞いたりする
に留まっている（１３）。すなわち、民主主義というあるべき価値観があり、それ
を国民が受け入れたか否かだけが検討されている。検討されているのは「構
造→アクター」の方向が中心であり、「アクター→構造」の方向がそれを補
完しているが、アクターと構造の間に再帰性はない。そのため、分析が不鮮
－１７９－
明になっている。民主主義というものは規範の問題を含むものなので、リン
スらが規範の問題を持ち出したのは適切であり、再帰性の分析枠組みが必要
である。
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Hopkins University Press, 1996), xiii-xiv［荒井祐介・五十嵐誠一・上田太郎訳『民主化
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第３章　第三の波の終焉
　１９９０年代には、第三の波の終焉が議論されるようになった。まず、ハンチ
ントン（Samuel P.Huntington）の民主化の「第三の波」を検討した上で、そ
－１８０－
の終焉について考えていこう。ハンチントンは、民主主義を、「シュンペー
ター学派の伝統に従って、候補者が自由に票を競い合い、しかも実際にすべ
ての成人が投票する資格を有している公平で定例の選挙によって、その最も
有力な政策決定者が選出される２０世紀の政治システム（１）」と定義している。
ハンチントンは、２０世紀後半までに多くの国が採用するようになった民主主
義的制度は民主主義の波によって出現したと述べ、民主化の波（a wave of 
democratization）を、「非民主主義体制から民主主義体制への一群の体制移
行のことである。この移行は一定の時期内に生じたものであり、そして注目
すべきことにその同じ時期の間に生じた逆方向への移行に対して数で上回っ
ている（２）」と定義している。そして、民主化の第一の長い波を１８２８～１９２６
年、第一の揺り戻しの波を１９２２～４２年、民主化の第二の短い波を１９４３～６２
年、第二の揺り戻しの波を１９５８～７５年、民主化の第三の波（third wave of 
democratization）を１９７４年からであるとしている（３）。
　ダイアモンド（Larry Diamond）は、フリーダム・ハウスの「選挙民主主
義（electoral democracies）」をフォーマルな民主主義とよび、これと自由民
主主義を基準に第三の波の終焉について検討している（４）。ダイアモンドは、
１９９０年代後半に早くも「第三の波は終わったのか」と問い、「２つの理由で、肯
定的な証拠が増えているようである」と答えている。その理由として、第１
に、選挙民主主義の前例のない増加は終わり、今後増加しそうなのは擬似民
主主義であり、第２に、自由民主主義国の数も近年横ばいとなっていること
を挙げている。そして、ダイアモンドは、民主主義国の数の全体的な拡大が
一定期間（５年から１０年程度）で終わる時、民主主義の波が終わると結論付
けるのは合理的であるようだと述べている（５）。また、これは民主主義の第三
の揺り戻し波が不可避であるということを意味するのかとダイアモンドは問
い、揺り戻しではなく、民主主義国が一定期間大幅に増えも減りもしない停
滞や安定の時代が続くことが可能であると自ら答えている（６）。そして、その
理由として、軍部に政権を取る意思がないことと並び、危機下にあっても、
－１８１－
大衆は権威主義への復帰を望んではいないことを挙げている（７）。
　我々は、ここで、民主化の第三の波はまだ続いているのか、既に終わった
のか、終わったとするならばいつ頃のことなのかを検討したい。その場合、
ハンチントンが依拠したデータと同じ主体の同種のデータに基づいて、これ
は行われなければならないが、ハンチントン自身、依拠したデータを明確に
していない。だが、少なくとも、その一部はフリーダム・ハウスのデータで
あることは間違いないので（８）、我々は、フリーダム・ハウスのデータに基づ
いて、この作業を行っていきたい。なお、ここでは、フリーダム・ハウスの
「自由」を民主主義と考える。国家に限定して、「自由」の増減を検討する
と、２００６年は１増、２００７年は２増、２００８年は増減なし、２００９年は４減、２０１０
年は２減、２０１１年は増減なしとなっている（９）。最終的な結論を出すためには、
さらに数年の検討が必要であると思われるが、我々は、第三の波は２００７年で
終わっている可能性が高いと考えている。
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第４章　ハイブリッド体制
　「部分的に自由かつ選挙民主主義ではない」が増加した１９９０年代後半から
現代に至る時期の代表的業績の１つは、第２章でも取り上げた１９９６年出版の
リンスとステパンの『民主主義への移行と定着の課題』である。１９９０年代半
ば頃には、政治体制は必ず民主主義に移行するわけではなく、したがって、
民主主義体制と権威主義体制（authoritarianism）の中間的な形態は、必ず
しも、移行に伴う一時的なものではなく、持続的な政治体制であると多くの
研究者に認識されるようになった。さらに、民主主義体制と全体主義体制
（totalitarianism）の合計よりも権威主義体制の方が多かった。このようなこ
とから、権威主義体制の細分化やその周辺部の新たな類型化が数多くなされ
た（１）。代表的なものを検討していこう。
　第１に、リンスとステパンである。それまで支配的であった民主主義体制、
権威主義体制、全体主義体制という政治体制の三分法の枠組みを修正し、こ
れにポスト全体主義体制（post-totalitarianism）、スルタン体制（sultanism）
を追加した五類型を提示した（２）。第１に、民主主義体制である。リンスらは、
「体制のタイプとしての民主主義は、維持するに足る価値をもっており、本
書でさらに精緻化する必要はないように思われる」と述べている（３）。第２に、
全体主義体制である。リンスらは、「理念系としての全体主義体制という概
－１８３－
念も、歴史上それに近い事例があり、永続的な価値をもつと考えている（４）」
と述べている。そして、リンスらは、「ある体制がそれまでに存在していた
政治的・経済的・社会的多元主義をほとんど根絶させ、統一的で明確に示さ
れた指導的なユートピア的イデオロギーを有し、集中的かつ広範な動員を行
い、リーダーシップの支配はエリートにとっても非エリートにとっても制約
が不明確でかなりの予測不可能性と脆弱性をもち、多くの場合カリスマ的で
あるとき、それを全体主義的傾向の強い体制と呼ぶことは、歴史的にも概念
的にも依然として妥当であると思われる（５）」と続けている。第３に、権威主
義体制である。リンスらは、まず、この概念がリンスによって生み出された
概念であることを示し、次いで、リンスが望んでいたのは、「安定した２つ
の主要な政治的極と見なされていたもの―民主主義の極と全体主義の極―の
間に、確固たる体制のタイプとして、固有の内的論理をもつ一種の政体が存
在する事実に注意を喚起することであった（６）」と述べている。さらに、リン
スらは、リンスが権威主義を「限定的かつ責任制でない政治的多元主義をと
り、（特殊なメンタリティはもつが）精緻かつ指導的なイデオロギーはもた
ず、政治的動員は（その発展の若干の時点を除けば）強度でも広範囲でもな
く、かつその指導者（ないし場合によっては小集団）の権力は、公的には明
確に限定されていないが、現実には全く予測しうる範囲内で行使される政治
体制」と定義し、４つの主要な側面―多元主義、イデオロギー、リーダーシッ
プ、動員―において、民主主義とも全体主義とも根本的に異なっていると主
張したと述べている（７）。そして、民主主義への移行経路とその定着の課題に
対して旧体制のタイプが持つ意味を重視するリンスらは、全体主義体制とい
うタイプが概念として有用であり続けていること、および、フリーダム・ハ
ウスなどのデータに基づいて、１９８０年代半ばには、権威主義が非民主主義体
制の９０％以上を占めるようになったことを示し、「このように多くの異種多
様な国々が同一の類型上の『出発点』を共有するようでは、この体制の類型
論は、可能な移行経路および定着の課題の極めて幅広い相違について、多く
－１８４－
を教えてくれるものではない」と指摘、これまで権威主義体制と呼ばれてい
た領域を３つに分割し、上記の五類型を提案している（８）。そこで、第４に、
ポスト全体主義体制である。リンスらは、ポストスターリン期のソ連などの
政治体制を説明するためにこの概念を生み出したが、これについて明確な定
義をしていない。両者によれば、それは、全体主義体制と比べて、統治エ
リート、特に中堅幹部層が低い正統性しか有しておらず、イデオロギーから
ユートピア的要素が失われ、業績により大きく依存したことによって、体制
は脆弱となり、最終的には大規模な抑圧の行使を正当化しにくくなった。そ
の結果、反対派は、最終的に交渉を余儀なくさせるか、体制が強制力に依存
できない場合には崩壊させることができたのであると両者は述べている（９）。
そして、最後に、スルタン主義である。リンスらは、金日成支配下の北朝鮮
など多くの政体は、ウェーバー（Max Weber）がスルタン主義と呼んだ家産
制（patrimonialism）の極端な形態へと向かう強い傾向を有していたと指摘
した（１０）。両者は、「スルタン主義においては公私が混同されており、一族に
よる権力と王朝的世襲の強い傾向が見られ、国家の職と支配者への個人的奉
仕の間には何ら区別がなく、合理化された非個人的なイデオロギーがなく、
経済的成功は支配者との個人的な関係に依存し、なによりも支配者は、無制
限な自分の裁量のみにしたがって、より大きな非個人的目的を全くもたずに
行動する（１１）」と述べている。このように、リンスらは、政治体制を５つに類
型化したが、ポスト全体主義体制は主に旧ソ連・東欧諸国の、特に過去を説
明するものであり、スルタン主義に分類される国家は多くはないので、権威
主義国家があまりに多いという類型上の問題点を克服してはいないように思
われる。
　第２に、ダイアモンドは、２００２年に、以下のように政治体制を分類した。
すなわち、政治体制を、民主主義（democracy）体制、非民主主義（non 
democracy）体制、その残余としての両義的体制（ambiguous regimes）に
分類し、さらに、民主主義体制をシュンペーターやハンチントンが用いる最
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小限の概念である選挙民主主義（electoral democracy）とフリーダム・ハウ
スのスコアが１．０から２．０である自由民主主義（liberal democracy）に分類し、
自由民主主義とは選挙過程からその他のすべての主要なガバナンスと利益の
接合、競争、代表の側面に自由、公正、透明性、アカウンタビリティ、法の
支配を拡大したものであると説明している。また、非民主主義体制を複数政
党による何らかの種類の選挙による競争を持つ体制で、擬似民主主義
（pseudodemocracy）体制やハイブリッド体制（hybrid regime）と言い換
えることができる選挙権威主義（electoral authoritarian）体制といかなる政
治的競争や多元主義も持たない政治的閉鎖権威主義（political closed 
authoritarian）体制に分類した。そして、さらに、選挙権威主義体制を、レ
ヴィツキーとウェイ（Steven Levitsky and Lucan A. Way）に従う競争的権
威主義（comparative  authoritarianism）体制とシェルダー（Andreas 
Schedler）やサルトーリ（Giovanni Sartori）に従い、選挙やその他の民主主
義制度はほとんど見せかけであるが、体制を厳しく批判したり、挑戦したり
しない野党、メディア、社会組織のための空間は提供する非競争的なヘゲモ
ニック選挙権威主義（hegemonic electoral authoritarian）体制に分類した（１２）。
　ダイアモンドは、民主主義が正当性を持つ唯一の政治体制となった現代の
有力なハイブリッド体制を選挙権威主義体制と呼び、この下では、選挙によ
る複数政党間の競争のようなフォーマルな民主主義の政治制度の存在が権威
主義的支配という現実を覆い隠すと述べた（１３）。ダイアモンドは、第三の波
の民主主義への傾向は選挙権威主義へのより顕著な傾向を伴っており、１９７４
年に約半ダース、全体に占める割合が５％であった選挙権威主義は、２００１年
末の時点で、少なくとも４５か国、両義的体制を含めた場合には６０か国あり、
全体に占める割合は４分の１から３分の１となると述べている（１４）。なお、ダ
イアモンドは、非民主主義体制の分類において、フリーダム・ハウスのスコ
アに加えて、支配政党の有する議会の議席の割合、支配政党の大統領候補の
獲得した票の割合、現職の支配者が継続して権力にある期間に関するデータ
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を用いている（１５）。
　最後に、レヴィツキーとウェイは「競争的権威主義（Comparative 
Authoritarianism）」という概念を２００２年に提示している（１６）。レヴィツキーら
は、グローバル・サウス、特に、アフリカや旧ソ連にみられるようなハイブ
リッド体制を民主主義への移行形態やその不完全な形態とみなすことをやめ、
「競争的権威主義」という概念を用いることを求めている（１７）。「競争的権威
主義」体制において、フォーマルな民主主義的制度は政治的権威を獲得し行
使するための主要な手段であると幅広くみなされ、現職はそれらの原則をし
ばしば破り、体制は民主主義の最低限の基準を満たすことができない。これ
には、クロアチア、セルビア、ロシア、ウクライナ、ペルー、ハイチ、アル
バニア、アルメニア、ガーナ、ケニア、マレーシア、メキシコ、ザンビアが
含まれる。レヴィツキーらは、それらは、民主主義の（小さくなった）一形
態というよりは、権威主義の（小さくなった）一形態としてよりよく記述さ
れると述べている（１８）。
　レヴィツキーらは、民主主義体制とは、少なくとも、以下の４つの基準を
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図３　政治体制
　　　　　　　　　┌──　自由民主主義
　　　　　　　　　│
民主主義体制　──┤
　　　　　　　　　│
　　　　　　　　　└──　選挙民主主義
　
両義的体制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌──競争的権威主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│
　　　　　　　　　　┌──　選挙権威主義　──┤
　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　│
非民主主義体制　──┤　　　　　　　　　　　└──　ヘゲモニック選挙権威主義
　　　　　　　　　　│
　　　　　　　　　　└──　政治的閉鎖権威主義
（出所）Larry   Diamond,   “Thinking   About   Hybrid   Regimes,”   in   Larry 
Diamond and Marc F. Plattner, eds., Democracy: A Reader 
(Baltimore: The Johns Hopkins University Press, 2009), pp. 233-35 に
基づいて筆者が作成。
満たすという。
（１）行政府と立法府が、開放的で、自由で、公正な選挙を通じて選出される。
（２）ほとんどすべての成人が選挙権を有している。
（３）出版の自由、結社の自由、報復を受けずに政府を批判する自由を含む政
治的権利と市民的自由が幅広く保護されている。
（４）選挙で選ばれた権威体が、軍部や聖職者の後見的な支配下になく、統治
の真の権利を有している（１９）。
　対照的に、競争的権威主義体制下では、上記の基準に対する侵犯が、政府
と野党との間の対等ではない競争の場を作り出すほど頻繁で重大である。選
挙は定期的に行われ、大規模な不正を一般的に免れているが、現職は日常的
に国家の財産を濫用し、野党のメディアへの露出を規制し、野党の候補者や
支持者を弾圧し、場合によっては、選挙結果を操作する（２０）。一方で、競争的
権威主義は権威主義とも異なる。競争的権威主義体制において、現職は
フォーマルな民主主義の原則を日常的に不正に操作するかもしれないが、彼
らはそれらを取り除いたり、それらを単なる形式に還元することはできない。
権威主義体制においては、民主主義の原則は単に独裁的なリーダーシップを
正当化するためのものだが、競争的権威主義体制においては、民主主義の制
度は野党が権力を獲得し得る重要な経路を提供する（２１）。
　競争的権威主義体制において、民主主義的制度が意味を持ち、競争が行わ
れるためには、選挙、立法府、司法府、メディアという４つの領域が重要で
ある（２２）。
（１）選挙
　競争的権威主義体制下では、選挙はしばしば激しく争われる。選挙過程は
国家権力の大規模な濫用、偏ったメディアのカバー、野党の候補者や支持者
に対するしばしば暴力的な嫌がらせ、透明性の欠如によって特徴づけられる
かもしれないが、選挙は定期的に行われ、主要な野党や候補者が通常参加す
るという点で競争的であり、一般に大規模な不正を免れている（２３）。
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（２）立法府
　競争的権威主義体制において、立法府はかなり弱い傾向があるが、場合に
よっては、野党の活動の拠点となる。これは特に現職が強い多数派政党を欠
いている場合にそうであるようだ（２４）。
（３）司法府
　競争的権威主義体制において、政府は日常的に司法府を従属させようと試
みる。しかし、フォーマルな司法権の独立と行政府による不完全なコント
ロールの結び付きは一匹狼の判事が政府の考えに反した判決を出す機会を与
える。競争的権威主義の政府は政府に反した判決を下した判事を事後的に処
罰するかもしれないが、フォーマルな司法権の独立に反するそのような行動
は国内外における正当性という観点で大きなコストを生むかもしれない（２５）。
（４）メディア
　競争的権威主義において、独立系メディアは合法であり、しばしば非常に
影響力がある。独立系メディアは政府の不正行為を調査・暴露することによ
り、しばしば、重要な監視者の役割を果たしている。競争的権威主義体制に
おける行政府は、権威主義体制の行政府よりもより巧妙な抑圧のメカニズム
を用いて、しばしば独立系メディアを抑圧しようとする。しかし、独立系メ
ディアを抑圧しようとする取り組みは競争的権威主義体制の現職にはコスト
が大きいかもしれない（２６）。
　民主主義が唯一正当性を持つイデオロギーとなった冷戦後の世界において、
権威主義が存続することは困難であったが、民主主義を確立するのも困難で
あったため、このような競争的権威主義が数多く表れるようになった（２７）。
　レヴィツキーとウェイは、２０１０年の著作で、１９９０年から１９９５年の間に競争
的権威主義であったり、これになったりした全３５か国の軌道を検討してい
る（２８）。両者は、まず、民主主義、競争的権威主義、権威主義（full authorita-
rianism）を表２のように整理している（２９）。次に、両者は１９９０年に競争的権
威主義であった３５か国が２００８年の時点で、民主化（democratization）、安定
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しない権威主義（unstable authoritarianism）、安定した権威主義（stable 
authoritarianism）の３つに分類されるとしている（３０）。分類の基準は、西側と
の結び付き（ties to the West、国際的な結び付き［international linkage］）
と政権党と国家組織の強さ（strength of governing-party and state organi-
zation、現職の組織力［organizational power of incumbents］）であり、西側
との結び付きが強い所では競争的権威主義は民主化し、結び付きの弱い所で
は体制の結果は現職の組織力次第である。国家と政権党の構造がよく組織さ
れ、凝集力がある所では体制は安定した権威主義である。一方、それらが低
開発であったり、凝集力を欠いていたりする所では体制はほとんど民主化し
ないが、不安定である（３１）。西側との結び付きが強いのは東欧とラテンアメリ
カであり、弱いのは旧ソ連、アフリカ、アジアである。これについては、さ
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表２　民主主義、競争的権威主義、権威主義の比較
権威主義競争的権威主義民主主義
存在しないか、見せか
けの地位になっている。
権力への実現可能な経
路として認識されてい
ない。
存在し、意味があるが、
現職に有利なように制
度的に侵犯されている。
権力への第一の経路と
幅広く認識されている。
制度として尊重され、
権力への唯一の経路と
幅広く認識されている。
中核となる民
主主義の制度
（選挙、市民
の自由）の地
位
主要な野党は禁止され
るか、ほとんど地下に
潜るか、亡命する。
主要な野党は合法であ
り、開放的に競争する
ことができる。しかし、
現職の権力の濫用によ
り、非常に不利である。
現職とおおよそ対等な
立場で競争する。
野党の地位
低い。民主主義より低いが、
権威主義よりは高い。
高い。不確実性のレ
ベル
（出所）Steven  Levitsky  and  Lucan  A.  Way,  Comparative  Authoritarianism:   Hybrid 
Regimes after the Cold War (New York: Cambridge University Press, 2010), 
p. 13, TableⅠ. 1. Comparing Democratic, Competitive Authoritarian, and 
Closed Regimes.
らに表３で示した。
　このように、ハイブリッド体制に関する議論は、国民が政治に関してどの
ような考え方をしているかなどについてはほとんど論じられない。このよう
なものが、今日のグローバル・サウスの民主主義論の中心となってしまって
いる。
注
（１）Juan J. Linz and Alfred Stepan, op. cit., pp. 38-39［邦訳、９４頁］。
（２）Ibid., pp. 38-54［邦訳、９１～１２５頁］。
（３）Ibid., p. 40［邦訳、９５～９６頁］。
（４）Ibid., p. 40［邦訳、９６頁］。
（５）Ibid., p. 40［邦訳、９６頁］。
（６）Ibid., p. 38［邦訳、９３頁］。
（７）Ibid., p. 38［邦訳、９３頁］。
（８）Ibid., pp. 39-40 and p. 55［邦訳、９４～９６、１２０～１２２、１２７頁］。
（９）Ibid., p. 51［邦訳、１１２頁］。
（１０）Ibid., p. 51［邦訳、１１３頁］。
（１１）Ibid., p. 52［邦訳、１１４～１１５頁］。
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表３　競争的権威主義体制の軌道（１９９０～２００８年）
安定した権威主義安定しない権威主義民主化
アルメニア、ボツワナ、カ
ンボジア、カメルーン、ガ
ボン、マレーシア、モザン
ビーク、ロシア、タンザニ
ア、ジンバブエ
アルバニア、べラルース、
グルジア、ハイチ、ケニア、
マダガスカル、マラウイ、
モルドバ、セネガル、ザン
ビア
ベナン、クロアチア、ドミ
ニカ共和国、ガーナ、ガイ
アナ、マケドニア、マリ、
メキシコ、ニカラグア、ペ
ルー、ルーマニア、セルビ
ア、スロバキア、台湾、ウ
クライナ
（出所）Steven  Levitsky  and  Lucan  A. Way,  Comparative  Authoritarianism:  Hybrid 
Regimes after the Cold War (New York: Cambridge University Press, ２０１０), 
p. ２１, TableⅠ. ２. Competitive Authoritarian Regime Trajectories, １９９０-２００８.
（１２）Larry Diamond, “Thinking About Hybrid Regimes,” in Larry Diamond and Marc F. 
Plattner, eds., Democracy: A Reader (Baltimore: The Johns Hopkins University Press, 
2009), pp. 233-35 and p.243. この論文は、もともとは、以下に掲載された。Journal of 
Democracy, Vol. 13, No. 2, April 2002, pp. 21-35.
（１３）Ibid., p. 231.
（１４）Ibid., p. 235．
（１５）Ibid., p. 237.
（１６）Steven Levitsky and Lucan A. Way, “The Rise of Comparative Authoritarianism,” in 
Larry Diamond and Marc F. Plattner, eds., op. cit., pp. 244-258. この論文は、もともとは、
以下に掲載された。Journal of Democracy, Vol. 13, No. 2, April 2002, pp. 51-65.
（１７）Ibid., p. 244.
（１８）Ibid., p. 245.
（１９）Ibid., p. 246.
（２０）Ibid.
（２１）Ibid., pp. 246-47.
（２２）Ibid., pp. 247-51.
（２３）Ibid., p. 248.
（２４）Ibid., p. 249.
（２５）Ibid., pp. 249-50.
（２６）Ibid., pp. 250-51.
（２７）Ibid., p. 254.
（２８）Steven Levitsky and Lucan A. Way, Comparative Authoritarianism: Hybrid Regimes 
after the Cold War (New York: Cambridge University Press, 2010), p. 4.
（２９）Ibid., p. 13.
（３０）Ibid., p. 21.
（３１）Ibid., p. 5 and 37.
第５章　アフリカ
　旧ソ連と並んで、民主主義の状況が最も劣悪とされるアフリカに関し、「は
じめに」で行ったフリーダム・ハウスのデータの４分類を行っていこう。表
４はこれを示したものである。「自由かつ選挙民主主義」は２００２年から０７年
－１９２－
までをピークとして、以降減少し、「部分的に自由かつ選挙民主主義」は２００５
年から０７年までをピークとして、以降減少傾向にあり、その結果、選挙民主
主義は２００５年から０７年までをピークとして、減少している。１９８９年以降のア
フリカは民主化に関し４つの時期に分けられる。第１期は１９８９年から９２年ま
でで、「自由ではない」が減少し、他の３つの分類が増加している。第２期
は１９９３年から２００１年までである。「自由ではない」が１９９３年に５２％に増加し
た後、減少し、「部分的に自由かつ選挙民主主義」と「部分的に自由かつ選
挙民主主義ではない」が増加している。第３期は２００２年から２００７年までで、
「部分的に自由かつ選挙民主主義ではない」と「自由ではない」が若干の減
少傾向にあり、「自由かつ選挙民主主義」と「部分的に自由かつ選挙民主主義」
が最も多くなっている。第４期は２００８年以降で、「自由ではない」が増加し、
他の３つの分類が減少傾向にある。つまり、このデータによれば、世界全体
の民主化が停滞という水準に留まっているのに対し、アフリカでは後退して
しまっている。
　しかし、このような理解は適切なのだろうか。主流派の民主主義論は客観
的データに基づいているが、コンストラクティヴィズムの立場に立つ我々は
主観的データの利用が必要であると考える。主観的データはその主体が客観
的状況を認識した上でのものであるので、客観的要素を持ち、両者のデータ
は類似することが多い。アフリカを対象とする最も体系的な主観的データ
であるアフロバロメーター（Afrobarometer）を用いて、これをフリーダム
・ハウスのデータと比較していこう。アフロバロメーターの「民主主義の程
度（extent of democracy）」という調査をみていこう。アフロバロメーター
の第４回調査は、「あなたの意見では、あなたの国は今日どのくらいのレベ
ルの民主主義国ですか（In your opinion, how much of a democracy is [your 
country] today?）」と質問し、回答者に「完全な民主主義国（a full demo-
cracy）」、「小さな問題を伴う民主主義国（a democracy,but with minor 
problems）」、「大きな問題を伴う民主主義国（a democracy,but with major 
－１９３－
－１９４－
表４　アフリカの民主化の推移（カッコ内の数字は国家数）
自由ではない部分的に自由か
つ選挙民主主義
ではない
部分的に自由か
つ選挙民主主義
自由かつ選挙
民主主義
考察の対象
となる年
７０％（２８か国）――８%（３か国）１９７２
５７％（２５か国）――７%（３か国）１９７５
５９％（２７か国）――９%（４か国）１９８０
６８％（３１か国）――４%（２か国）１９８５
７０%（３３か国）２４%（１１か国）０%（０か国）６%（３か国）１９８９
６０%（２８か国）３２%（１５か国）０%（０か国）８%（４か国）１９９０
４３%（２０か国）４０%（１９か国）０%（０か国）１７%（８か国）１９９１
３２%（１５か国）４６%（２２か国）２%（１か国）１９%（９か国）１９９２
５２%（２５か国）１７%（８か国）１５%（７か国）１７%（８か国）１９９３
４８%（２３か国）１５%（７か国）２１%（１０か国）１７%（８か国）１９９４
４２%（２０か国）２１%（１０か国）１９%（９か国）１９%（９か国）１９９５
４２%（２０か国）２１%（１０か国）１９%（９か国）１９%（９か国）１９９６
４４%（２１か国）２１%（１０か国）１７%（８か国）１９%（９か国）１９９７
３９%（１９か国）２５%（１２か国）１７%（８か国）１９%（９か国）１９９８
３９%（１６か国）２５%（１２か国）２５%（１２か国）１７%（８か国）１９９９
３１%（１５か国）２５%（１２か国）２５%（１２か国）１９%（９か国）２０００
２９%（１４か国）２９%（１４か国）２３%（１１か国）１９%（９か国）２００１
３３%（１６か国）２５%（１２か国）１９%（９か国）２３%（１１か国）２００２
３５%（１７か国）２５%（１２か国）１７%（８か国）２３%（１１か国）２００３
３５%（１６か国）２５%（１２か国）１９%（９か国）２３%（１１か国）２００４
２９%（１４か国）２１%（１０か国）２７%（１３か国）２３%（１１か国）２００５
３１%（１５か国）１９%（９か国）２７%（１３か国）２３%（１１か国）２００６
２９%（１４か国）２１%（１０か国）２７%（１３か国）２３%（１１か国）２００７
３１%（１５か国）２３%（１１か国）２５%（１２か国）２１%（１０か国）２００８
３３%（１６か国）２７%（１３か国）２１%（１０か国）１９%（９か国）２００９
３５%（１７か国）２７%（１３か国）１９%（９か国）１９%（９か国）２０１０
３９%（１９か国）２２%（１１か国）２０%（１０か国）１８%（９か国）２０１１
（出所）http://www.freedomhouse.org/report-types/freedom-world（２０１２年８月１７
日にダウンロード）に基づいて筆者が作成。
problems）」、「非民主主義国（not a democracy）」、「わからない・理解でき
ない」から回答を選択するよう求めた。そして、「完全な民主主義国」と「小
さな問題を伴う民主主義国」の割合の合計を「民主主義の程度」として示し
ている（１）。第１～３回調査も、ほぼ同じ文言で質問・回答をしている（２）。
この「民主主義の程度」は、「民主主義に対する満足」の一構成要素であるが、
制度に対する評価であり、重要である（３）。
　国別のデータを示すと、表５のようになる。第１回調査（第１回調査の
データがない場合は第２回調査、これもない場合は第３回調査）と第４回調
査を比較してみると、３か国で評価が高まり、４か国で下がり、１１か国では
変化がない。これに対して、フリーダム・ハウスの「自由の評価」の同様の
比較では、３カ国で評価が高まり、１か国で下がり、１６か国では変化がない。
両者の評価に大きな差はない。その理由は２つある。第１に、ブラットン
（Michael Bratton）らが述べているように、大衆の民主主義に対する判断は
多くの場合に適切であり、専門家の判断と基本的に同じであるということで
ある。第２に、フリーダム・ハウスの専門家の分析の過程には現地調査が含
まれており、現地の専門家などを中心に当該国の人々の考え方に触れる機会
があるということである。
　客観的分析の結果の方が主観的分析の結果よりも２段階民主的であるとの
データが１度でも得られた国がレソト、ナイジェリア、南アフリカ、カーボ
・ヴェルデ、ベナンであり、そのうち、レソトでは２度得られた。逆に、主
－１９５－
表５　フリーダム・ハウスの「自由の評価」と
アフロバロメーターの「民主主義の程度」の比較
２００８年
（第４回調査）
２００５年
（第３回調査）
２００２年
（第２回調査）
２０００年
（第１回調査）
民主自由民主自由小さな自由民主自由ボツワナ
民主自由民主自由民主自由―自由ガーナ
大きな自由大きな自由小さな自由大きな非選挙レソト
－１９６－
小さな選挙大きな選挙大きな選挙小さな選挙マラウイ
小さな自由小さな自由小さな自由小さな自由マリ
民主自由民主自由小さな自由民主自由ナミビア
大きな非選挙大きな選挙非民主選挙小さな選挙ナイジェリア
小さな自由小さな自由大きな自由小さな自由南アフリカ
民主非選挙民主非選挙小さな非選挙小さな非選挙タンザニア
小さな非選挙小さな非選挙大きな非選挙小さな非選挙ウガンダ
小さな選挙大きな非選挙大きな非選挙小さな非選挙ザンビア
非民主非自由非民主非自由大きな非自由非民主非自由ジンバブエ
小さな自由小さな自由大きな自由―自由カーボ・ヴェルデ
大きな非選挙大きな選挙小さな選挙―非自由ケニア
小さな選挙民主選挙民主選挙―選挙モザンビーク
大きな選挙小さな自由小さな自由―選挙セネガル
小さな自由大きな自由―自由―自由ベナン
民主選挙民主選挙―選挙―選挙マダガスカル
小さな非選挙―非選挙―非選挙―非選挙ブルキナファソ
民主選挙―選挙―非自由―選挙リベリア
（出所）The    Afrobarometer    Netork,   Afrobarometer    Round Ⅰ:   Conpendium    of 
Comparatve Data from a Twelve-Nations Survey (Afrobarometer Working 
Paper,  No. 11),  March  2002,  p. 17;  The  Afrobarometer  Network, 
Afrobarometer Round Ⅱ: Conpendium of Comparatve Results from a 
15-Country  Survey  (Afrobarometer  Working  Paper,  No. 34),  March  2004, 
p. 37; Annie  Chikwanha,  Tulani  Sithole  and  Michael  Bratton,  The  Power 
 of Propaganda: Public Opinion in Zimbabwe, 2004 (Afrobarometer Working 
Paper, No.42), August 2004, p. 16; Afrobarometer, Summary of Results: Round 
3  Afrobarometer  Survey  in  Benin,  p. 22  など各国の第３回調査の報告書；
Afrobarometer, Popular Attitudes toward Democracy in Botswana: A 
Summary of Afrobarometer Indicators, 1999-2008, August 2009, p. 9; The 
Afrobarometer Network, The Quality of Democracy and Governance in 
Africa: New Results from Afrobarometer Round 4, A Compendium of Public 
Opinion Findings from 20 African Countries, 2008-2009 (Afrobarometer 
Working Paper, No. 108), March 2010, p. 9; Freedom House, Freedom in Sub-
Saharan Africa 2009: A Survey of Political Rights and Civil Liberties, 
Freedom House, 2010, pp. 7-23.
観的分析の結果の方が客観的分析の結果よりも２段階民主的であるとのデー
タが１度得られた国はなく、２度得られたのはタンザニアだけである。
　主流派の民主主義論が行う客観的分析と並んで、アフロバロメーターなど
が行う主観的分析も重要である。両者が考える「現実」は類似したものでは
あるが、時として、一部異なるので、社会科学の分析には、その双方が必要
である。しかも、主観的判断の方が「現実」をより早く捉えることが多いよ
うである。さらに、主観的判断の主体は国民であり、この判断は自己充足的
予言のような働きをなす場合がある。すなわち、民主主義のあり方に問題が
あると国民が判断すれば、その改善を求めて、各人が考え、行動し、その結
果、民主化が進む。また、国民が自国を民主的だと判断すれば、それが政治
制度の安定をもたらし、客観的に民主的だと判断される。フリーダム・ハウ
スのデータは、レソトでは、２００９年以降、「部分的に自由かつ選挙民主主義」
－１９７－
（注）各欄の左側はフリーダム・ハウスの「自由の評価」である。「選挙」は「部分
的に自由かつ選挙民主主義」、「非選挙」は「部分的に自由かつ選挙民主主義で
はない」、「非自由」は「自由ではない」を指す。各欄の右側はアフロバロメー
ターの「民主主義の程度」のデータを用い、「完全な民主主義国」を１、「小さ
な問題を伴う民主主義国」を４、「大きな問題を伴う民主主義国」を７、「非民
主主義国」を１０と置き、例えば各々の割合が４６％、３６％、８％、５％の時に、
１×０．４６＋４×０．３６＋７×０．０８＋１０×０．０５＝０．４６＋１．４４＋０．５６＋０．５＝２．９６と
計算し、これを（１－「わからない・理解できない」の割合）である（１－０．０５）
＝０．９５で割った３．１２が解となる。ただし、ボツワナの第３回調査は「完全な民
主主義国」と「小さな問題を伴う民主主義国」を合わせて７３％、「大きな問題を
伴う民主主義国」と「非民主主義国」を合わせて１６％、「わからない・理解で
きない」が１１％というデータしか得られなかったので、（２．５×０．７３＋８．５×
０．１６）÷（１－０．１１）＝３．５８となっている。「―」は調査が行われていないこと
を表す。２０００年のガーナは、「民主主義国である」と「民主主義国ではない」
から選択することを求められているので示していない。得られたデータが４未
満を「民主」と表記した。これは国民が全体として自国を「完全な民主主義
国」と認識していることを表している。同様に、５未満は「小さな問題を伴う
民主主義国」であり、「小さな」と表記、６未満は「大きな問題を伴う民主主
義国」であり、「大きな」と表記、６以上は「非民主主義国」であり、「非民
主」と表記した。
に悪化し、タンザニアでは、２０１０年以降、「部分的に自由かつ選挙民主主義」
に改善している（４）。
注
（１）The Afrobarometer Network, The Quality of Democracy and Governance in Africa: 
New Results from Afrobarometer Round 4, A Compendium of Public Opinion Findings 
from 20 African Countries, 2008-2009 (Afrobarometer Working Paper, No. 108), March 
2010, p. 9.
（２）The Afrobarometer Netork, Afrobarometer Round Ⅰ: Conpendium of Comparatve 
Data from a Twelve-Nations Survey (Afrobarometer Working Paper, No. 11), March 
2002, p. 17; The Afrobarometer Network, Afrobarometer Round Ⅱ: Conpendium of 
Comparatve  Results  from  a  15-Country  Survey  (Afrobarometer  Working  Paper, 
No. 34), March 2004, pp. 36- 37.
（３）The Afrobarometer Network, Where is Africa Going? Views from Below: A 
Compedium of Trends in Public Opinion in 12 African Countires, 1999-2006 
(Afrobarometer Working Paper, No. 60), May 2006, p. 19.
（４）http://www.freedomhouse.org/report-types/freedom-world  ２０１２年８月１７日にダウン
ロード。
おわりに
　これまでみてきたように、主流派の民主主義論は、「選挙民主主義」を非
難しながらも、自らが民主主義を「選挙民主主義」で定義するという分析枠
組みを採用している。もし、自由民主主義を求めるとすると、それは人権を
含むものとなり、これに対する国民の評価を必要としてしまう。これは国民
が政治に参加する１つの表れであり、政治が国民の規範に沿って行われるこ
とを求めることになる。つまり、そこでの民主主義は、手続的民主主義に留
まらず、実質的民主主義に向かってしまう。手続的民主主義の立場を採る主
流派の民主主義論の論者にとってこれはぜび避けなければならないことで
あった。そのために、これらの論者は民主主義を矮小化せざるを得なかった。
－１９８－
このようにして、民主主義の論者が民主主義の進展を抑制するという大変奇
妙なことが起きたのだ。
　このようなことを避けるためには、国民の政治に関する認識や行動を分析
枠組みに含めることが必要である。それを行っているものの１つがコンスト
ラクティヴィズムである。にもかかわらず、これが主流派の民主主義論にな
らないのは、アクターも構造も確定しないという、その基礎付けのなさが、
論者を不安にし、その分析を煩わしく思わせるのだろう。しかし、現実に、
国民は政治に対する認識を持ち、政治に参加しているのであり、このような
ことを含んだ分析枠組みを採る必要がある。我々は、より民主主義的な民主
主義論の構築に決して労を惜しんではならないのである。
－１９９－
